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共通論題（1 日目） 

戦時下のロシア：社会・文化・政治・経済Ⅰ 

報告１：佐藤親賢「ウクライナ戦争におけるプーチン政権の目的とロシア国民の受け止

め」 

ロシア・ウクライナ戦争は開始から３年半を超え、和平への具体的な道筋は見えていない。 

欧米や日本では、プーチン・ロシア大統領の目的はウクライナ領の一部または全部の奪取だ

との言説が頻繁に聞かれるが、ウクライナの北大西洋条約機構（ＮＡＴＯ）加盟や核兵器保

有断念、軍備の大幅制限など、ロシアが掲げる停戦条件の中核は一貫しており、揺らぎがな

い。全面侵攻の最大の目的は先制攻撃でウクライナにＮＡＴＯ加盟断念を確約させ早期停

戦に持ち込むことにあったのであり、２０２２年９月末時点での４州併合は当初から意図

されたものではなかったと考えられる。 

 ロシアとウクライナは開戦後１カ月余りでトルコ・イスタンブールで停戦交渉を行い、ウ

クライナの恒久的中立や、ロシアが実効支配するクリミア半島の法的地位を１５年間かけ

て協議することなどを条件に停戦することで基本合意していたが、このときロシアは、既に

大半を制圧していたドンバス２州の領有を認めるよう要求してはいなかった。その半年後

の４州併合はウクライナの反撃でロシア軍が苦境に陥ったための窮余の対応だったが、交

戦が長期化しロシアにも１０万人を超す戦死者が出たと指摘される中、今後の停戦交渉で

ロシアが４州返還に応じる可能性は小さくなった。 

 ウクライナのＮＡＴＯ加盟が阻止できなければロシアの開戦目的は達成されず、和平に

応じる意味はない。ロシアにはどこまで進軍すれば戦闘を終えるとの明確な戦略はなく、両

国が妥協を拒み続ければ戦争は続き、さらにエスカレートする恐れがある。 

 プーチン政権は国民に戦時下の団結を訴える一方で、一般市民にできるだけ普通の生活

をさせて戦争長期化への不満や反発を抑えようと努めてもいる。世論調査では侵攻作戦を

基本的に支持するとの回答が多数を占めながらも、和平交渉を開始すべきだとの回答も増

えている。侵攻開始直後は各地の徴兵事務所への放火が相次ぎ、２０２４年３月の大統領選

挙ではプーチン氏圧勝の影で、反戦を訴えて立候補を模索した元下院議員らが多数の署名

を集める光景も見られた。早く戦争が終わってほしいというのがロシア国民の本音だ。 

報告２：権平恒志「“口を閉ざす社会”をつくりあげるプーチン政権〜無関心でいられな

い人々の戦いと抑圧の実態〜」 

モスクワ赴任直後の２０２１年１０月、ノーベル平和賞に「ノーバヤ・ガゼータ」の編集

長ドミトリー・ムラートフ氏が選出されたのと同じ日に、ロシア政府は９人のジャーナリス

トを«Иноагенты»に指定した。政権側のメッセージと受け止めた私たちはムラー

トフ氏だけでなく、これらのジャーナリストから話を聞くため地方都市へ向かった。 

彼らが一様に語ったのはプーチン政権が作り上げた“口を閉ざす社会”であった。「巨大

な恐怖がロシア全土を覆い、人々は沈黙を余儀なくされている」「自国民を保護するはずの

政府による暴力だ」「プーチン政権が強い言論統制を行う一方で国民生活には一定の安定を



もたらしたことが、市民の無関心を加速させてきた」。 

軍事侵攻以降の街頭インタビューでは日を追うごとに憤りから諦めともいえる声に変わ

り、口を閉ざす人の数も増えていった。 

その中にあって心ある人たちの涙にも触れてきた。モスクワの病院で出会った職員の女

性は「皆が現状に心を痛めている。それでも今は口を閉ざし、無関心を装うしかない」と涙

まじりに語っていた。良心の呵責はあっても声に出せない重苦しさを痛切に感じた瞬間だ

った。 

多くの有識者は“無関心の社会”を憂えてきた。２０２２年にノーベル平和賞を受賞した

「メモリアル」の幹部オルロフ氏もそのひとりだ。「無関心こそロシア社会の病気であり大

きな悲劇だ」。 

社会経済学者のズバレビッチ氏の指摘も印象的だった。「人々の政権への態度を表すには

«Покорность»という言葉が的確だ。«Бог дал — Бог и взял»と

いう諺の意味を学んでほしい」。 

無関心でいられない人々は時に声を上げ、時に静かに抗議の意思を示してきたが、軍事侵

攻後の社会では平和を願う静かな祈りさえ許されなかった。 

モスクワの少女は、市内にあるウクライナの詩人の像の前で青と黄色の花を手向けた直

後、警察に拘束された。強い信念を持って行動した少女が語った「不条理な恐怖」というひ

と言は、まさに今のロシア社会を投影していると感じた。その後«Иноагенты»のジ

ャーナリストたちも少女も将来を憂いながら母国を離れていった。 

プーチン政権は市民から自由な発言を奪う一方で、隣国への敵意を煽るかのような偏っ

た歴史観を若い世代に植え付けようとしている。一連の“愛国教育”に反発する教師などは

密告や追放に遭ってきた。 

モスクワ駐在期間中に取材したこうした人々の記録をもとにロシア社会の現状を報告す

る。 

報告３：徳山あすか「クルスクは解放されたのか？住民の運命の分かれ道」 

2024年 8月 6日にウクライナ軍がロシア・クルスク州に侵攻。翌年 4月 26日、ロシア軍

はクルスク州全域を奪還したと表明した。この間、ウクライナ国境から避難してきたロシア

の一般市民や、ウクライナ軍の占領下で暮らした人々の実態について、日本ではほとんど知

られていない。私はクルスク州を１年間で 4回訪問し、避難者や避難者をサポートする人々

に、取材を重ねてきた。 

時の移り変わりとともに、生活が大きく変化した人もいた。2024 年 9 月取材時、修道院

に避難していたガリーナさん（66 歳）は、住宅クーポンを受け取り、クルスク市内のマン

ションの一室を購入した。この住宅クーポンは、帰還が絶望的な地域の住民に対し、元々住

んでいた家の面積に応じて額が決まる金券のようなものである。ガリーナさんは、ウクライ

ナ国境から 5 キロ以内の場所に持ち家があったため、クーポンを受け取ることができた。 

ウクライナ軍の占領下で 4か月に渡り過ごしたオリガさん（24 歳）は、2024年 11月の人



道回路による交換メンバーに選ばれロシアに戻った。彼女はスジャの寄宿学校で監視生活

を送り、住民の墓を作るなどの作業をしていたため、帰還後はストレスで不眠症になった。

2025 年 7 月にスジャ在住だった母親タチアナさんが受け取った住宅クーポンにより、一家

は新居を購入。それからは少し精神的に安定し、就職することができた。 

クルスク州奪還後も、ロシアの一般人がウクライナに残っている。やはりスジャの寄宿学

校にいたワレンチーナさん（75 歳）は、戦闘が激しくなった 2 月、ウクライナ軍によって

スームィに移送された。交換の対象となり、ロシアに帰ってきたのは 8月末だった。私が彼

女を訪問したタイミングで、少し気持ちが落ちついてきたため、初めて取材に応じてくれた。

現在は一時滞在施設で住宅クーポンの支給を待っている。 

一方、全く今後の見通しが立たない人もいる。ワレンチーナさん（57 歳）は、夫（67 歳）

とともに、もう 1年以上、一時滞在施設に住んでいる。彼女の家があるズヴァンノエ村は住

宅クーポン支給の対象になっていない。しかし実際は絶え間なくドローンや砲弾による攻

撃が続き、橋も破壊され、物理的に近づくことすらできない。村の有志は、支給対象を見直

すように当局に働きかけているが、可能性は限りなく低い。 

この戦争によって運命を狂わされた人は数多く、今回ご紹介するのは膨大なストーリー

のごく一部に過ぎないが、個々の具体的な実体験を積み重ねることで、クルスク侵攻におけ

るロシア側の実態に迫りたい。 

 

共通論題（2 日目） 

戦時下のロシア：社会・文化・政治・経済Ⅱ 

報告１：松里公孝「露ウ戦争とロシアの未来構想」 

露ウ戦争は、米露首脳のアラスカ会談によって劇的な展開を見せている。トランプ政権は、

成立後すぐに、ロシア占領地の実効支配を認める、ウクライナの NATO加盟はあり得ないと

表明して、ロシアの安全保障上の懸念に積極的に応えたにもかかわらず、ロシア指導部は戦

場で決着をつける姿勢を緩めなかった。それが、アラスカ会談直前から急に態度を軟化させ

たのはなぜなのか。 

 セルゲイ・ラドチェンコは、新著で、第 2次世界大戦中に払った膨大な犠牲に対する代償

としてのソ連の承認要求という観点から冷戦史を振り返っている。ラドチェンコ自身が言

及するように、承認に対する病的な要求は、プーチン政権の対外政策にも共通する。だとす

れば、露ウ戦争前・中に強められたネオナチ言説、独ソ戦との類比で露ウ戦争を正当化しよ

うとする試みは、兄弟殺しに対するロシア市民の嫌悪感を和らげようとする認知操作にと

どまらず、もっと根本的な意味を持つことになる。 

 私は、シリア戦争に関する旧稿で、ロシア指導部においては、「アメリカの不首尾な反テ

ロ戦争が CIS内のイスラーム急進主義を強めている」具体的事情に対する不満よりも、「反

テロ戦争という世界的課題においてロシアの意見がないがしろにされている」ことに対す

る不満の方が大きかったのではないかと推察した。露ウ戦争でも、NATO や占領地などの具



体的争点におけるアメリカの譲歩にあまり反応しなかったロシア指導部が、アラスカにお

ける心憎い演出に狂喜したのは、同じ事情ではないか。 

 シリア戦争時は、アスタナ方式（露・土・イラン協力）を多極世界の兆しとして喜ぶロシ

ア軍部と、トルコやイランは、結局、信頼できるパートナーではないとして、米露による紛

争管理を再開しようとするロシア外務省（アサド支援に消極的）が拮抗していた。露ウ戦争

の主要関与国は米露なので、当然、両国の協議が決定的意味を持つことになる。これは「新

しいヤルタ」つまり米中露による各種紛争の管理への呼び水になろう。一方では多極世界を

唱えながら、他方では、ユーリ・ウシャコフという高齢のアメリカニストに、これといった

手柄もないままに補佐官の席を温めさせてきたプーチンは、この日が来るのを待っていた

のだろうか。シリア戦争と露ウ戦争に共通するのは、現地での戦闘に影響を及ぼさない者

（現地に兵も金も武器も送れない者）は、蚊帳の外に置かれるということである。 

報告２：五十嵐徳子「ロシアの生活状況を垣間見る：サンクト・ベテルブルク中心とした

訪問記（2020-2025年）」 

本報告は、2020 年 2 ⽉から 2025 年 9 ⽉までにロシア、主にサンクト・ペテルブルクを
定期的に訪問した記録である。報告者は、ロシアにおける⾼齢者介護について現地調査を続
けてきた。特に、サンクト・ペテルブルクやモスクワでは、中央アジア出⾝の⼥性が⾼齢者
介護の担い⼿として多く活躍している状況を明らかにするため、ロシアだけでなく、彼⼥た
ちの出⾝国であるウズベキスタン、タジキスタン、キルギスでも聞き取り調査を実施した。
しかし、コロナ禍や社会情勢の変化により、2020 年 3 ⽉以降、渡航が中断した。地域研究
において聞き取り調査は不可⽋であり、報告者を含む多くの研究者にとって、コロナ禍や戦
争という⼤きな障壁が渡航を困難にした。この状況を打開すべく、さまざまな⽅策を検討し
た結果、報告者は 2020 年 3 ⽉から中断していた渡航を 2022 年 1 ⽉に再開した。 

本報告は、あくまで個⼈の観察に基づくものであり、主観的な感想に過ぎないとも⾔える。
また、現地に住む⼈々の意⾒を聞けば、それだけで⼗分かもしれない。さらに、報告者が訪
問した時期にたまたま起こった出来事に関連する現象を観察したに過ぎない可能性もある。
しかしながら、本報告が「壁の中の様⼦」を知る⼀つの資料として活⽤されれば幸いである。 

本報告は、以下の時系列で構成し、当時の記録ノートを中⼼に、筆者が撮影した写真や動
画も⽤いて説明する。 

 
① 「2020 年 3 ⽉の国境封鎖から私のコロナ明けまで」（仮）   
② 「2022 年７-9 ⽉：無事に帰国できるのか？特別軍事作戦開始直後の状況」（仮）   
③ 「2023〜2024年：統合、適応、愛国⼼？」（仮）   
④ 「2025 年：現実主義へ？」（仮） 
 
さらに、補⾜として、同時期のモスクワ、ウラジオストク、ハバロフスク、イルクーツク、

ブリヤートへの訪問記録も参照する。また、ロシア社会の変化に伴う⼈々の移動を観察する



ため、2023 年から 2024年にかけてウズベキスタン、キルギス、タジキスタンを訪問した。
その記録も本報告に織り交ぜている。 
報告３：梅津哲也「ウクライナ侵攻３年を経て変化したビジネス環境と非友好国企業の動

き」 

ロシアによるウクライナ侵攻開始移行、日本企業を含む外国企業はロシアでのビジネス

展開において大きな岐路に立たされた。早々に撤退を決めた企業もあれば、事業の縮小、

休眠、あるいはロシアを含む他資本への買戻し契約付き事業譲渡など、様々は形で将来に

向けた布石を打つ企業もあった。 

米国、EU、日本による対露制裁、またロシアのそれらへの対抗措置が次々と打ち出され

る中、日本を含む「非友好国企業」のロシアでのビジネス活動への制約は強まる一方であ

る。 

本自由討論では、それらの状況をレビューしつつ、侵攻開始後 3年を経てロシアで活動

する欧・米・日系企業の対露ビジネスへの取り組み意識について、関連文献・統計、関係

団体によるアンケート調査結果および在露外国企業団体関係者等へのインタビュー等を通

じての比較を試みるとともに、将来的な対露ビジネスの復興の可能性を検討する。 

 

自由論題 

分科会１戦時下のロシア経済 

報告１：田畑慎一郎・横川和穂「戦時下ロシアにおける連邦と地域の財政関係：サハ共和

国を事例として」 

報告者は，2025年3月に刊行した『ロシア北極域経済の変動：サハ共和国の資源・環境・社

会』（北海道大学出版会）のなかで，サハの財政に関する章を執筆した。同章において，近

年，サハでは石油・ガスの生産が急増しており，石油・ガスの採掘税が連邦財政の収入であ

ることから，連邦財政に納める税金が連邦財政から受け取る移転（補助金）を上回って，サ

ハは「ドナー」になったという主張を展開した。サハが事実上生産を独占するダイヤモンド

の採掘税についても，これまで共和国財政の収入とされていたが，2022年以降，連邦財政が

逼迫するなかで，期間限定でその増税策と一部の連邦財政への配分措置が定められた。本報

告では，2023年と2024年の財政・税収データを利用して同章での分析をさらに拡張・精緻化

し，戦時下ロシアにおける連邦と地域の財政関係についての実態解明の一助とすることを

試みる。 

報告２：⽇臺健雄「戦時下ロシアにおける国家主導資本主義の⼀側⾯：国⺠福祉基⾦と財政

ルールを中⼼に」 

  経済の軍事化が進むロシアでは経済の国家主導性が⾼まっているが，2025年上半期の原

油価格下落を受け、ロシア政府は補正予算を編成し、財政⾚字はGDP⽐1.7％まで拡⼤する⾒
通しである。修正後の予算では，財政⾚字補填のため国⺠福祉基⾦を4年連続で取崩すこと

が⾒込まれている。この取崩しにより国⺠福祉基⾦の流動資産が早晩枯渇する可能性が政

府内外で指摘されており，枯渇回避のため，財政ルールに基づく税収から同基⾦への繰⼊基



準原油価格を2026年から引下げる意向を財務省が⽰しており，この⽅針を中銀も⽀持して

いる。⼀⽅，税収からの繰⼊基準原油価格の引下げは，財政⽀出の削減，ひいては軍事⽀出

の削減の必要性を⾼めるため、継戦能⼒を測る意味でもその可否が注⽬される。6⽉27⽇に

プーチン⼤統領が国防費を削減する必要性に⾔及した背景には，上記の流動資産枯渇可能

性に対する。⼤統領の認識が作⽤していたと指摘できる。 

報告３：志⽥仁完 「ロシア企業経営者による犯罪⾏為の決定要因」  

 本稿は，ロシア企業を対象に，経営者による犯罪⾏為の決定要因を制度的観点から検討

するものである．近年のロシアでは，国際経済制裁の⻑期化と国有化（国家化）の進展を

背景に，企業が国家の強い統制下に置かれており，先進諸国とは異なる経営者⾏動が現れ

る可能性がある．本研究は，こうした制度的特性，とりわけ国家の関与のあり⽅に着⽬
し，経営者犯罪の要因を明らかにすることを⽬的とする．分析には，ムーディーズ·アナ

リティックス社の「GRIDリスク情報データベース」および企業情報データORBISを⽤い，

ロシア企業に関する経営者情報と犯罪記録を統合したミクロデータを構築する．国家が企

業を⽀援するのみならず，違法⾏為を黙認あるいは誘導する可能性にも留意しつつ，ロシ

ア経済の制度環境に即した実証分析を試みる． 

 
分科会２民族・社会・言語 

報告１：⾼倉浩樹「ロシア・ウクライナ戦争とシベリア先住⺠のモンゴルへの避難と適
応」 
 2022 年のロシアによるウクライナへの軍事侵攻後、ロシアからの多数の国外脱出者が出
現したが、そのなかには先住⺠・少数⺠族も含まれている。本発表では、このなかでモンゴ
ル国に移動したブリヤート⼈を中⼼とした先住⺠に焦点をあて、移動と避難先における定
着過程についてミクロな⺠族誌的考察を⾏う。本発表で⽤いられる資料は、2023 年〜2025
年にモンゴル国において実施された先住⺠の避難者からの⾯談調査・参与観察に基づくも
のである。2022 年 9 ⽉の部分的動員令は、先住⺠社会にどのように受け⽌められたのか、
彼らはなぜ国外脱出したのか、どのようにモンゴル国に暮らすようになり、そこでの苦難と
希望がどのようなものだったのかを分析する。さらに先住⺠の反戦運動などについても取
り上げながら、ロシア・ウクライナ戦争がシベリア先住⺠に及ぼす影響について考えたい。 
報告２：岡林聡⼦・雲和広「キルギスにおける発育阻害：社会疫学的接近による家計調査デ
ータの検討 
 本稿は国際児童基⾦UNICEFの家計調査Multiple Indicator Cluster  
Survey（MICS）を⽤いて，キルギスにおける発育阻害の決定要因の抽出を試みた．⺟親の
教育⽔準という，伝統的に発育阻害に直結すると⾒なされてきた要因は，観測期間の後半に
⾄って有意ではなくなった．またロシア語を使⽤⾔語とする層の優位性も同様に，時の経過
により相対的な優越性を失うこととなった．これらは先⾏研究のいずれにおいても⾒るこ
との出来なかった新しい発⾒である． 



 他⽅家計の資産⽔準という最も直接的に経済状況の良さを表す変数こそが，⼀貫して有
意であり，かつ発育阻害の出現を抑えるという⽅向に影響を与えていることを看取出来た．
すなわち，全般的な知識⽔準の向上等によって他の要因による発育阻害の発現を抑制する
ことが可能になったとしても，家計の資産⽔準格差に起因する発育阻害の格差は維持され
ており，現段階のキルギスにおける幼児の健康を守る上での課題は何よりも経済成⻑の実
現と貧困問題の解消である，ということが⽰された． 
報告３：横井幸子「エストニアにおける外国語教育政策とロシア語︓ネクサス分析を⽤いて」 

 エストニアは、ロシア系住⺠が3割程度居住する多⾔語国家である。20世紀以降、ソ連/

ロシアとの関係に応じて⾔語政策が度々転換し、ロシア語の⽴場も変化してきた。本研究

では、「⾔語政策のエスノグラフィ」（Hornberger & Johnson, 2010）を理論的枠組とし

て、2024年9, 11⽉、2025年 4⽉～5⽉中旬にフィールドワークを⾏い、エストニアのロシ

ア語教育政策の現状を調査した。本報告が対象とするデータは、タリン市内のある学校で

ロシア語授業を参与観察した記録、校⻑やロシア語教師への聞き取り、学校や研究・教育

省、国の関連政策⽂書である。これらをネクサス分析し(Hult, 2015)、1) 教師らが教室

に持ち込む「歴史的⾝体」、2) 授業中に構築される「イン 

ターアクションの秩序」、3)ロシア語に関する「場のディスコース」が相互に関連して、

局所的に政策的⾏為が形成されるメカニズムを検討する。現場/教室を核とする多層的で

流動的な⾔語教育政策過程を明らかにしたい。 

分科会３政治 

報告１：佐藤良樹「ヴェニゼロス政権期のギリシャにおける社会的緊張と国⺠統合 

−マケドニア地域の少数⺠族·難⺠問題と1929年「社会秩序維持法（Ιδιώνυμο）」

をめぐって−」 

 希⼟戦争の処理を巡って1923年にギリシャ·トルコ間で締結された住⺠交換協定によ

り、難⺠化した約120万⼈がギリシャ国内に流⼊した。ギリシャ政府は、その多くを領有

間もないマケドニア地域に定住させ、同地域の「ギリシャ化」を⽬指した。しかし、在来

のスラブ系住⺠との間で経済的摩擦を引き起こし、政府による難⺠⽀援策も不⼗分だった

ことから、社会に深刻な緊張をもたらした。この不安定な社会情勢の中で、ヴェニゼロス

政権は1929年に「社会秩序維持法（通称、Ιδιώνυμο）」を制定した。同法は共産

主義勢⼒や分離独⽴運動の台頭の抑制を⽬的にしていたにもかかわらず、それまで周縁に

あったギリシャ共産党（KKE）の勢⼒拡⼤を招く結果を⽣んだとされる。本報告では、第

⼀次世界⼤戦期から続く「国⺠的分断」の政治対⽴が同法制定の重要な背景であり、反ヴ

ェニゼロス派への政治的抑圧が主眼であったことを⽰す。その政治的効果を⼿がかりに、

マケドニア地域におけるスラブ系住⺠とギリシャ系住⺠との関係の変容を検討し、ギリシ

ャにおける国⺠統合の⼀端を考察する。 

報告２：鳥飼将雅 More Than a "Russian Agent": Contextualizing the Rise of Ilan Şor's 
Parties in Moldovan Party Politics 
モルドヴァの政党政治で近年存在感を放っているのが、オリガルヒのイラン・ショルの



影響下にある政党である。報道などによれば、ショルはロシアがモルドヴァに対して影響

⼒を発揮するための「エージェント」とされている。ロシアとの関係はショル派の重要な

政治資源の⼀つではあるが、地政学的な視点のみでモルドヴァ政党政治を分析すると、多

くの重要な側⾯を⾒逃してしまう。本稿は、2024年夏にモルドヴァ各地で政治家や専⾨家
に⾏った聞き取りなどをもとに、ショルの影響⼒増⼤の理由とその政党政治への影響を分

析する。その結果、ショルの影響⼒増⼤は、ポピュリスト的ばら撒き政策や主要政党への

幻滅などの、現地特有の問題によって強く説明されることを⽰す。また、モルドヴァ社会

主義者党や各地の⼟着の政治家たちも、ショル⼀派とは⼀定の距離を保っており、「親露

派」という枠組みだけでは捉えきれない政治⼒学があることを明らかにする。本稿の発⾒
は、現地の政治状況の詳細な分析を通じたモルドヴァ政党政治の理解の重要性を強調す

る。 

報告３：佐藤圭史「ガガウズ自治共和国「自治権」に関わる政治的合理的選択」 

オデーサ州に隣接するモルドヴァ共和国では、ウクライナ戦争の、沿ドニエストル地

域・ガガウズ⾃治共和国（ガガウジヤ）への負の波及が懸念されている。とりわけ、プー

チン＝グツル（ガガウジヤ⼤統領）会談を例証しつつ、ガガウジヤを、ウクライナ・モル

ドヴァを攪乱する潜在的「親ロ派地域」とみなす⾔説がメディア上で⾒られる。しかし、

ガガウジヤは、⺠族運動・建国運動を始動した1980年代末より、限られた資源の中、政治

的リアリズムに基づき合理的選択を⾏ってきたと⾔える。テュルク系であるガガウズ⼈の

居住地域は、ウクライナ・モルドヴァ国境により分断されており、また、ソ連崩壊後の経

済的・社会的混乱において、パン＝トルコ主義を元に当該地域への関⼼を⽰すトルコと、

モルドヴァへの政治的影響⼒を確保しようとするロシアとの間で、最⼤限、地域的利益の

確保に努めてきた。また、ガガウジヤは、「国内」的には、政治的⽅向性の異なるブルガ

リア⼈・モルドヴ⼈・ウクライナ⼈・ロシア⼈を「少数⺠族」として抱えており、また、

モルドヴァ共和国政府の国家主権により⾃治権への挑戦を受けてきた。本研究では、現地

調査の結果をもとに、ガガウジヤの政策決定に影響を与えうる境界概念とその浸透性

（permeable）を明らかにしつつ、ガガウジヤ政府の政治的合理的選択の評価を⽬的とす

る。 

 

分科会４外から見たロシア、外から来たロシア 

報告１：櫻間瑞希「ウクライナ侵攻後にロシアから移動したタタール人は何をもたらした

のか－アルマトゥのタタール人社会に見る危機、移動、記憶」 

ロシアによるウクライナ侵攻は、ロシア国内の少数民族にも深刻な影響を与えている。

ロシア国外に移動した人々の数は数十万とも数百万とも言われているが、そのなかには少

なからぬタタール人も含まれていた。本報告は、カザフスタンの旧都アルマトゥに所在す

るタタール文化センターでの参与観察と聞き取り調査をもとに、ロシアから多数の民族同

胞が到来したことによって当地のタタール人社会がいかなる変容を経験したかを検討する



ものである。アルマトゥのタタール人のあいだでは、自身や家族の移住経験といった歴史

的記憶を動員して、移住者への連帯と支援を正当化する根拠として語り直されもした。こ

の過程で世代間の対話が活発化し、民族の境界や義務をめぐる議論も生じた。本報告では

さらにカザフスタンを経由して他国への多段階移動を行う人々の存在にも触れながら、危

機が引き起こすディアスポラ意識の変容の視点からカザフスタンのタタール人社会につい

て議論してみたい。 

報告２：松本かおり「レロカントの教育戦略：ウズベキスタンの事例から」	

2022年のウクライナ侵攻と部分動員を機に、大量のロシア人が出国した。彼らはレロカ

ントと呼ばれているが、その多くは徴兵年齢の男性とその家族であることから、子育て世

代でもある。また高学歴の中間層が中心であることから、子どもの教育に対する関心が高

く、子どもたちにも自分たちと同等以上の高等教育を受けさせたいと考え、ボローニャ・

プロセスからの離脱の方針を固めているロシアの高等教育に不満を持っている。ところが

富裕層レロカントは西側諸国に移住することができても、中間層レロカントの移住先は旧

ソ連諸国で、ロシアよりも経済力、教育水準が低いと考えられている国々への移住であ

り、さまざまな問題を抱えている。そこで本報告では、旧ソ連諸国のひとつであるウズベ

キスタンに移住したレロカントが、経済的にも不安定な中で、どのような教育戦略を立て

て子育てをしているのか、子どもたちを通わせている教育施設とその教育内容、教育費

用、子どもたちが置かれている状況、子どもたちの将来に対する展望や期待などについ

て、2024年3月、9月、2025年9月のパネルインタビュー調査をもとに分析する。 

報告３：徳永昌弘「ロシア語とその話者をめぐる「利益」と「矜持」の葛藤－ウズベキス

タンのITビジネスをめぐるナラティブの分析」	

ロシア語の「商品化」（commodification）とも呼ぶべき現象、すなわち言葉としての

商品価値の顕在化が現実味を帯び、研究者の注目を集めるようになったきっかけは2000年

代におけるロシア経済の復調と成長である。著名な社会学者や言語学者が提起した後期資

本主義における言語の商品化という議論の枠組みに、ロシア語も含まれる状況が生まれ

た。その際、ロシア語の商品化がもたらす「利益」（profit）の獲得と並んで、現地語と

の関係では言葉のあり方をめぐる「矜恃」（pride）の存在が、旧ソ連諸国の文脈ではた

びたび対立もしくは衝突に繋がっている。本報告では、2019年7月に開業したウズベキス

タンのITパークを事例として取り上げ、ロシアとウクライナの全面戦争の開始後に顕在化

したロシア語話者（主にロシア及びベラルーシ出身）のIT専門職の流入と、ITパーク入居

企業によるITサービス輸出の急増の関係をめぐるナラティブの違いや変化について分析す

る。ロシア語とその話者をめぐる「利益」と「矜恃」の葛藤は、ウズベキスタンでは情報

を扱うIT産業において表面化しており、海外市場への輸出が増大して経済的な成功を収め

るほど、政治的にセンシティブな問題に発展する可能性がある。 

	
分科会５戦時下ロシアのビジネス・労働 



報告１：堀江典生「労働力不足と反移民感情の間で：ロシア戦時体制下の労働市場と移民規

制」 

ロシアは、戦時体制のもとで失業率がかつてないほどに低下し、完全雇用状態といってよ

いほどの状況である。企業の従業員不足感は高まるなか、外国人労働力の需要が高まってい

るものの、一方で、移民問題の安全保障化が進み、従来の外国人労働力供給源であった中央

アジア諸国からの外国人労働者に対する規制を強化している。こうした労働力不足はどの

ように生じたのか、労働力不足の状況でロシアはなぜ伝統的な外国人労働力供給経路に制

約を加え、移民の安全保障化のなかでどのように労働力不足を解決しようとしているのか、

最近の研究動向を整理し、労働力不足と外国人労働力導入のジレンマを検討する。 

報告２：金盾「ロシアにおける中国⾃動⾞企業の進出戦略︓制度的距離の課題と企業の対

応策」 

2022年以降、中国⾃動⾞メーカーは欧⽶・⽇本勢のロシア撤退を受け、輸出⼒・供給⼒
を活かして短期間で市場シェアを急拡⼤した。2023年には 50％を超え、2024年には 60％

台に達したものの、2025年以降は複数の逆⾵により成⻑ペースの鈍化が⾒られる。⼀⽅、

政策環境においては、並⾏輸⼊の制限や廃⾞税・認証制度の強化が進み、中国企業は輸出

依存から CKD⽣産体制の構築や完全な現地化⽣産への段階的な移⾏を図っている。特に⻑
城、奇瑞、吉利などは現地拠点や供給網を整備し、技術適応と制度対応を連動させる戦略

を展開している。制度的不確実性（マクロ経済・産業政策）に対しては、為替ヘッジ、物

流経路の多元化、⽣産・調達の段階的な現地化、現地パートナーとの協業などを通じて、

短期・中期・⻑期の視点から柔軟な対応を講じている。全体として、中国企業は制度的制

約を成⻑の契機へと転換し、ローカルへの適応と持続的な事業展開を志向する「制度戦略

的適応」の段階へと本格的に移⾏しつつある。 

 


